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R-X：供給物質（R ＝ CxHy, X ＝ H, OH）








































を 2009 年 1 月の Nature 誌に発表した。分化初期には患者と健常人由来の細胞で差は認められなかっ
たが、6 週目には患者由来の運動神経細胞は数や大きさが顕著に減少するという異常が認められた。






















ていない。SMN1 遺伝子の変異により SMN たん
ぱく質がほとんど産生されないことが原因とされ










期（4 週）時点では患者 / 健常人で差異は認めらな
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　中国ではスーパ コーンピュー タの導入と開発が強化されている。2008年11月発表のTOP500リストには、
中国初の100 テラ FLOPS 級のスーパ コーンピュー タ「曙光 5000A」が 10 位にランクインした。TOP500 リ
ストの性能合計の推移をみると、2008 年 11月には我が国の性能合計値に近づくまでに伸びている。ま
た、中国製スーパーコンピュー タに初めて自国製 CPU チップを採用するペタ FLOPS 級スーパーコンピュー
タの開発計画も発表された。スーパ コーンピュー タが国の安全と経済に果たす役割は大きいとの認識から、






化されている。2008 年 11月に発表された TOP500
リスト注 1) には、中国初の100 テラFLOPS 注 2) 級のス
ーパーコンピュータ「曙光 5000A( 英語名：Dawning 
5000A)」が 10 位にランクインしている。また、初めて





















この CPU チップは、65ナノメ トールの微細化プロセス
ルールで製造した4 つのコアを内蔵するもので、すでに
チップは完成し、近く量産に入るとのことである。この
CPU チップに関しては、2008 年 8月に開催された国
際会議「HOT CHIPS 20」において、アー キテクチャに
関する論文が中国科学院計算技術研究所から発表され
ている。
　以上の動きに続いて、2008 年 12月18 日には、中
	情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
国内の10 社が発起機関となる中国高性能計算機産業
連盟が設立された。国の安全と経済にスー パーコンピ




商業計算などの分野で、スー パ コーンピュー タを使用す






























































(注1)TOP500 リスト：1993 年から毎年、6、11 月に発表されており、世
界の高性能なコンピュータの動向を知るものとして多用されている。 
(注 2) FLOPS（フロップス）：コンピュータの処理速度を表す単位であ











性能合計：TOP500 リストに掲載されている中国 ( ま
た日本 ) のシステムの LINPACK 性能を合計したもの。
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参考文献 1、2) を基に科学技術動向研究センターにて作成










1)　Y.Naruse ほか　「ELECTROSTATIC MICRO POWER GENERATOR FROM LOW FREQUENCY VIBRATION SUCH 
AS HUMAN MOTION」　Proc. of Power MEMS 2008, Sendai, Japan, November 9-12






11 月 10 日に、人の歩行による振動程度のエネルギー

































振動子ストローク 約 2cm 2.6mm
振動周波数 * 2Hz 20Hz
振動加速度 * 0.4G 1G
発電能力 * 40μW 10μW






























































トピックス0 振動エネルギーを利用す 超小型の静電式発電デバイス 
参考 
1）Y.Naruseほか 「ELECTROSTATIC MICRO POWER GENETATOR FROM LOW FREQUENCY VIBRATION SUCH AS HUMAN 
MOTION」 Proc. of Power MEMS 2008, Sebdai, Japan, November 9-12 
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　太陽光発電などの自然エネルギーは、気象条件の変化に伴い出力が変動するため、大規模に導入する際
は電力系統の電圧・周波数を安定化させる二次電池などの電力貯蔵技術が必要になる。2008 年12 月10 日、
ドイツの太陽光発電装置メーカー大手のユニコス社が実施する欧州初の大規模電力貯蔵実証プロジェクト







































 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy 
術が欧州に進展していく可能性がある。なお、日本に
おける自然エネルギー併設 NAS 電池は、二又風力発
電所（NAS 電池出力 34MW）、稚内メガソーラ （ー同
1.5MW）がある。
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トピックス 5　米国の高校で物理履修率が増加
　2008 年 7 月に米国物理学会が公表した高校の物理教育に関する報告書によると、米国では物理を
履修する生徒が 20 年間で 20％から 33％に増加した。特に、履修者が少なかった女子やマイノリテ
ィにおいて増加が見られ、2005 年の調査では、履修者の半数が女子であり、従来極めて少なかった










ら 2 科目以上（基礎理科、理科総合 A、理科総合 B のうち
1 科目は必須）を履修する。2008 年度の教科書採択状況は、
次のようである。3 必須科目の冊数比率は、基礎理科 7%、
総合 A62%、総合 B31% であり、物理を含む総合 A の比率
が高い。3 必須科目の冊数合計に対する各科目冊数の割合を
算出すると、物理Ⅰ 23%、化学Ⅰ 43%、生物Ⅰ 51%、地学




の結果を中心に、1987 年からの約 20 年間の量的変
化を概観したものである。
　報告書は、物理を学ぶ生徒が 20 年間で 20% か
ら 33% に増加し、履修の裾野が広がったと述べてい
る。特に、女子の履修者数が半数を占めるに至ったこ






















（Science for All Americans）」がまとめられた。そ
の後、科学リテラシー基準（AAAS）や国家科学教育
高校での物理履修率の推移













%of seniors who have taken 


































況は、2008 年 7 月には 1 トン当
たり 7 万円一歩手前まで迫ってい







































































































































































































単位 エアコン テレビ 冷凍庫・冷蔵庫 洗濯機
指定取引場所での引取台数 ［千台］ 1,890 4,613 2,725 2,884
再商品化等処理台数 ［千台］ 1,872 4,542 2,724 2,879
再商品化等処理重量 ［トン］ 78,715 134,283 159,763 94,101
再商品化重量 ［トン］ 68,861 115,563 116,683 77,231
再商品化率 ［%］ 87 86 73 82
単位 エアコン テレビ 冷凍庫・冷蔵庫 洗濯機
鉄 ［トン］ 23,729 13,881 68,435 40,755
銅 ［トン］ 5,076 4,951 1,994 1,240
アルミニウム ［トン］ 8,634 73 325 612
非鉄・鉄などの混合物 ［トン］ 24,453 1,199 20,188 12,915
ブラウン管ガラス ［トン］ ― 68,269 ― ―
その他の有価物 * ［トン］ 6,969 27,190 25,741 21,709

























































































































































冷間圧延薄鋼板 / 薄板一般 ≦ 0.10






















































































































































ロー分析 8) を元に推定すると 28%
程度と思われる（スクラップから
の合金生産量 1189 千トン、国内






















































































































































循環率は約 16%（屑等 108 千トン、
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種　類 主な用途 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
 高炉スラグ 原料、混合材 10173 9231 9214 9711 9304
 石炭灰 原料、混合材 6429 6937 7185 6995 7256
 汚泥、スラッジ 原料 2413 2649 2526 2965 3175
 建設発生土 原料 629 1692 2097 2589 2643
 副産石こう 原料（添加材） 2530 2572 2707 2787 2636
燃えがら（石炭灰は除く）、
ばいじん、ダスト 原料、熱エネルギー 953 1110 1189 982 1173
 非鉄鉱滓等 原料 1143 1305 1318 1098 1028
 鋳物砂 原料 565 607 601 650 610
 製鋼スラグ 原料 577 465 467 633 549
 廃プラスチック 熱エネルギー 255 283 302 365 408
 木くず 原料、熱エネルギー 271 305 340 372 319
 再生油 熱エネルギー 238 236 228 249 279
 廃油 熱エネルギー 173 214 219 225 200
 廃白土 原料、熱エネルギー 97 116 173 213 200
 ボタ 原料、熱エネルギー 390 297 280 203 155
 廃タイヤ 原料、熱エネルギー 230 221 194 163 148
 肉骨粉 原料、熱エネルギー 122 90 85 74 71
 その他 378 452 468 615 565
合　計 27564 28780 29593 30890 30720
セメント 1t 当たりの使用量 (kg/t) 375 401 400 423 436
注 1：「その他」は「廃酸」「廃アルカリ」「紙くず」「ガラスくず・陶磁器くず」「コンクリ トー破片・レンガ破片」「RDF」等を含む。













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































nO2 となる (M が 1 価のカチオンの
場合）。また、ゼオライトの骨格中





































































































































3 ～ 4 時間水熱合成することで、
数μ m 程度の大きさの結晶で構
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晶界面の構造 ( 図表 8(a))、さらに
は、ゼオライトと多孔質支持基材






















                                             TEM像（a）  シミュレーション像（b） 
文献 13）に基づいて科学技術動向研究センターで作成 
 



















② 電子線損  
ゼオライトは、 に損傷する材料であるため、通常の TEM 観察条件で観
察することができ らして損傷時間を遅延させて観察する低電子線量照射観察方5 
法が採用されている。しかし、この を いても、 視野を損傷無く観察できる時間は短いなどの限界がある。








                                             TEM像（a）  シミュレーション像（b） 
文献 13）に基づいて科学技術動向研究センターで作成 
 














(a) ゼオライト結晶界面の構造         (b) ゼオライトと多孔質支持基材との境界領域の構造 
TEM 像（a）　　シミュレーション像（b）





















































































③ 3 次元（3D）構造の定量的評価技術 
 TEM によるコンピュータ・トモグラフィー手法を応用して、観察試料の 3D 構造を求めることが必要である。3D 構











る。1995 年に初めて、親水性Na-A 型ゼオライト分離膜を用いたエタノール水溶液の脱水特性が報告され 9)、その
後、多くの報告が Na-A 型膜の浸透気化性能についてなされている。図表 9 に、沖縄県宮古島でのパイロット
プラントに導入された、燃料用バイオエタノールの脱水用ナノ多孔質ゼオライト分離膜モジュールを示す。分離









































られた 16)。2000 年には、A 型ゼ
オライト分離膜を用いて、同種の
浸透気化分離においてさらに優れ
た分離膜性能α =192 ～ 3360、透




































































































































































































































































































































ニシアティブ、( 経済産業省委託業務実施報告書、2009 年に発行予定 )
3)　平成 18 年度成果報告書 「地球温暖化防止新技術プログラム－高効率高温水素分離膜の開発－」、（独）新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）
4)　E. Kikuchi, Catalysis Today, 56, p.97-101 (2000)
5)　平成 18 年度成果報告書 「メンブレンリアクターを利用した化学合成プロセスの省エネ・高効率化に関する技術調査」、
NEDO
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約 1100 地点であったが、1979 年
には約 1300 地点に増えた。図表 1
では、年による地点数の違いの影響


























































































































































1976 198 1984 198 199 1 1998
・1 時間降水量の年間発生回数























　図表 2 は、2008 年 1 月 1 日から














































































































































































































































北海道 夕張市 鹿島(ｶｼﾏ) 37.0 36.0 1.03
北海道 河東郡上士幌町 上士幌(ｶﾐｼﾎﾛ) 43.5 37.0 1.18
秋田県 男鹿市 男鹿真山(ｵｶﾞｼﾝｻﾞﾝ) 56.5 48.0 1.18
秋田県 秋田市 大正寺(ﾀﾞｲｼｮｳｼﾞ) 52.5 49.0 1.07
岩手県 久慈市 山形(ﾔﾏｶﾞﾀ) 62.5 60.0 1.04
岩手県 二戸郡一戸町 奥中山(ｵｸﾅｶﾔﾏ) 37.0 33.0 1.12
岩手県 奥州市 米里(ﾖﾈｻﾄ) 52.0 46.0 1.13
宮城県 伊具郡丸森町 丸森(ﾏﾙﾓﾘ) 69.0 58.0 1.19
山形県 東田川郡庄内町 狩川(ｶﾘｶﾜ) 67.5 63.0 1.07
福島県 双葉郡川内村 川内(ｶﾜｳﾁ) 64.5 54.0 1.19
福島県 いわき市 川前(ｶﾜﾏｴ) 63.0 63.0 1.00
福島県 南会津郡南会津町田島(ﾀｼﾞﾏ) 53.5 51.0 1.05
茨城県 筑西市 門井(ｶﾄﾞｲ) 57.5 53.0 1.08
群馬県 利根郡みなかみ町みなかみ(ﾐﾅｶﾐ) 56.0 51.0 1.10
群馬県 館林市 館林(ﾀﾃﾊﾞﾔｼ) 84.0 71.0 1.18
埼玉県 久喜市 久喜(ｸｷ) 77.0 62.0 1.24
東京都 八王子市 八王子(ﾊﾁｵｳｼﾞ) 63.0 62.0 1.02
東京都 府中市 府中(ﾌﾁｭｳ) 58.5 56.0 1.04
千葉県 我孫子市 我孫子(ｱﾋﾞｺ) 105.0 73.0 1.44
山梨県 大月市 大月(ｵｵﾂｷ) 79.0 55.0 1.44
静岡県 富士市 富士(ﾌｼﾞ) 112.5 88.0 1.28
静岡県 榛原郡川根本町 川根本町(ｶﾜﾈﾎﾝﾁｮｳ 83.5 79.0 1.06
愛知県 一宮市 一宮(ｲﾁﾉﾐﾔ) 120.0 76.0 1.58
愛知県 岡崎市 岡崎(ｵｶｻﾞｷ) 146.5 55.0 2.66
愛知県 蒲郡市 蒲郡(ｶﾞﾏｺﾞｵﾘ) 71.5 67.0 1.07
岐阜県 高山市 六厩(ﾑﾏﾔ) 73.0 54.0 1.35
岐阜県 下呂市 宮地(ﾐﾔｼﾞ) 88.0 59.0 1.49
新潟県 新潟市西蒲区 巻(ﾏｷ) 49.0 45.0 1.09
新潟県 妙高市 関山(ｾｷﾔﾏ) 46.5 43.0 1.08
富山県 氷見市 氷見(ﾋﾐ) 68.5 51.0 1.34
富山県 富山市 大山(ｵｵﾔﾏ) 62.5 53.0 1.18
富山県 南砺市 南砺高宮(ﾅﾝﾄﾀｶﾐﾔ) 62.0 54.0 1.15
富山県 富山市 猪谷(ｲﾉﾀﾆ) 52.5 49.0 1.07
石川県 白山市 白山白峰(ﾊｸｻﾝｼﾗﾐﾈ 53.0 48.0 1.10
福井県 福井市 越廼(ｺｼﾉ) 67.5 50.0 1.35
福井県 勝山市 勝山(ｶﾂﾔﾏ) 58.5 50.0 1.17
福井県 大野市 大野(ｵｵﾉ) 64.5 50.0 1.29
滋賀県 東浅井郡虎姫町 虎姫(ﾄﾗﾋﾒ) 50.5 49.0 1.03
京都府 京丹後市 峰山(ﾐﾈﾔﾏ) 81.0 47.0 1.72
京都府 宮津市 宮津(ﾐﾔﾂﾞ) 71.0 52.0 1.37
大阪府 枚方市 枚方(ﾋﾗｶﾀ) 71.5 68.0 1.05
兵庫県 三田市 三田(ｻﾝﾀﾞ) 57.0 54.0 1.06
兵庫県 三木市 三木(ﾐｷ) 59.0 57.0 1.04
岡山県 笠岡市 笠岡(ｶｻｵｶ) 46.5 36.0 1.29
広島県 広島市安佐北区 三入(ﾐｲﾘ) 62.0 60.0 1.03
広島県 東広島市 河内(ｺｳﾁ) 88.5 59.0 1.50
広島県 福山市 福山(ﾌｸﾔﾏ)＊ 93.0 73.3 1.27
鳥取県 岩美郡岩美町 岩井(ｲﾜｲ) 48.0 48.0 1.00
鳥取県 鳥取市 佐治(ｻｼﾞ) 67.0 51.0 1.31
徳島県 海部郡美波町 日和佐(ﾋﾜｻ) 96.0 92.0 1.04
愛媛県 西条市 西条(ｻｲｼﾞｮｳ) 69.0 55.0 1.25
高知県 安芸市 安芸(ｱｷ) 83.0 74.0 1.12
山口県 萩市 須佐(ｽｻ) 60.0 55.0 1.09
佐賀県 嬉野市 嬉野(ｳﾚｼﾉ) 83.5 72.0 1.16
宮崎県 東臼杵郡椎葉村 上椎葉(ｶﾐｼｲﾊﾞ) 62.5 60.0 1.04
宮崎県 都城市 都城(ﾐﾔｺﾉｼﾞﾖｳ)＊ 76.5 73.5 1.04
鹿児島県 薩摩川内市 川内(ｾﾝﾀﾞｲ) 75.5 71.0 1.06
鹿児島県 霧島市 溝辺(ﾐｿﾞﾍﾞ) 81.5 81.0 1.01
鹿児島県 南さつま市 加世田(ｶｾﾀﾞ) 77.0 68.0 1.13
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各地で豪雨が発生している。例えば、
























図表 4 に、8 月 5 日午後 0 時の気
象衛星画像を示す。
























































図表―3 2008 年 8 月 5 日日降水量分布図 








全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水
重症 軽症
7 月 28 日 6 1 12 6 16 61 536 2464
8 月 5 日 5 54 153
8 月末 3 3 5 1 18 1678 8071 178
蛇行しやすいとの研究結果があり、
その影響が現れた可能性がある 8)。
　図表 5 は 2008 年の局地的な豪
雨による主な被害をまとめたもの
である。7 月 28 日には、兵庫県都
賀川流域に非常に強い降雨が発生
























































































発達期（10 ～ 15 分） 成熟期（15 ～ 20 分） 衰退期（5 ～ 10 分）



























































































































































































は半径 200km から 300km、半径
120 キロまでの範囲では定量的雨
量観測が可能である。降雨強度は







































代表周波数 代表的な波長 周波数帯 最大観測距離 バンド 特　徴
2.8GHz 10.7cm 2.7 ～ 3.0GHz 200km 程度以上 S
降水による電波の減衰が少ない。主に広域の降水観測に用い
られる。観測範囲は 800km も可能。
5.3GHz 5.7cm 5.25 ～ 5.35GHz 200km 程度
C 降水観測に利用。2.8GHz 帯レーダーに次いで降水による電波の減衰が少ない。
5.6GHz 5.4cm 5.60 ～ 5.65GHz 同上
9.5GHz 3.2cm 9.3 ～ 9.7GHz 60km 程度 X 降雨・降雪観測に利用。強雨時には電波の減衰が目立ってくるため広域観測には不向き。装置構成が比較的小規模で安価。
13.8GHz 2.2cm 13.8GHz 衛星搭載 Ku
35GHz 0.86cm 34.5 ～ 35.5GHz 30km 程度 Ka
降水による電波の減衰が大きいため降雨観測には不向き。
粒径が小さい雲や霧の観測に威力を発揮する。
95GHz 0.32cm 94.5 ～ 95.5GHz 10km 程度 W
図表10　気象レーダーの周波数帯
参考文献 11) を基に科学技術動向研究センターにて作成




























































をとる必要があり、10 ～ 15 分程
度を要する。積乱雲がもたらす降




































濃いグレー色部分　　　　　　　は 250m × 250m の正方形
















































































































































































































（b）R -K DP 法と地上雨量計比較

































は 80km、平面分解能は 500m メッ
 ２月号予定レポート 
















































































空間分解能 100 ｍ以下で 10 秒以
内に立体的に観測することのでき
るフェーズドアレイ・レーダーを、



















































して、2006 年 3 月にスーパーコ
ンピューターの更新に伴う演算能
力の向上とそれに伴い数値予報モ
デルの格子間隔を 10km から 5km
に改良を行ったときの成果を示す。





る。(a) は 7 月 19 日午前 6 時まで
の前 1 時間降水量の実況図（レー
ダー・アメダス解析雨量による）で
ある。また、(b) と (c) の図はそれ
ぞれ、7 月 18 日午後 3 時を初期値














































図 1に、７月 18日午後 3時を初期値とする 19日午前 6時の予報（15時間予報）を示しま
す。旧メソ数値予報モデル（MSM）（図 1 右）では同じ時刻の実況（図 1 左）と比べ、強
雨をほとんど予想できませんでしたが、新MSM（図 1中）では九州北部に強い降雨帯を予
測することができました。
図 1 平成 15年 7月 19 日午前 6時までの前 1時間降水量。左：実況（レーダー・
アメダス解析雨量）、中：新MSM、右：旧MSM。
2.  降雪の事例 
平成 16年 1月 13日から 14日にかけて、冬型の気圧配置となって、主に日本海側で降雪





図 2 平成 16年 1月 14日午前 3時までの前 3時間降水量。左：実況（レーダー・ア
メダス解析雨量）、中：新MSM、右：旧MSM。
旧 MSM新 MSM実況




























間隔 5km である。積乱雲は数 km
から 10km 程度の大きさであるた
め、5km 格子では十分に表現でき












































科 学 技 術 動 向　2009年 2月号
44
参考文献
1)　IPCC 第 4 次評価報告書、統合報告書、政策決定者向け要約、文部科学省・経済産業省・気象庁・環境省（2007）：
http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th/interim-j.pdf




4)　気候変動監視レポート 2007、気象庁 2008 年 3 月：
http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/monitor/2007/pdf/CCMR2007_all.pdf
5)　中小河川における局地的豪雨対策 WG（第 1 回）資料、国土交通省、2008 年 9 月 24 日
6)　平成 20 年 8 月 5 日の大雨に関する東京都気象速報、東京管区気象台、2008 年 8 月 6 日
7)　（独）防災科学技術研究所資料











No.2、2002 年 6 月号：http://www.nict.go.jp/publication/shuppan/kihou-journal/kihouvol48-2.htm
18)　（独）情報通信研究機構「次世代ドップラーレーダー技術の研究開発」：
http://www2.nict.go.jp/q/q265/s802/info/20080523koubo/theme_b003_koubo.pdf
19)　中小河川における局地的豪雨対策 WG（第 3 回）資料、国土交通省、2008 年 12 月 1 日
20)　「ゲリラ豪雨見逃すな」、朝日新聞、2009 年 1 月 7 日
21)　気象ガイドブック 2007、気象庁、2007 年 3 月 31 日
22)　防災気象情報用に新しい数値予報モデルを導入します、気象庁、報道発表資料 2004 年 7 月 22 日：
http://www.jma.go.jp/jma/press/0407/22a/suchimodel.pdf
























科 学 技 術 動 向　2009年 2月号
46
科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術






















































います。2005 年には 2 年間にわた
った「科学技術の中長期的発展に係
る俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは

